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(11)   グリーンハイツ千種管理組合個人情報保護規程 

（平成２１年８月５日理事会決議） 

（平成２９年８月２５日改正理事会決議） 

(目的) 

第1条 この規程は、個人情報の適正な取り扱いに関する基本的事項を定めるととも 

に、グリーンハイツ千種管理組合(以下、｢管理組合｣という)が保有する個人情報の開

示、訂正並びに消去並びに利用の停止及び提供の停止を請求する権利を明らかにする

ことにより、グリーンハイツ千種管理組合組合員及び居住者(以下、「組合員及び居住

者」という)の基本的人権の保護及び管理組合の適正かつ円滑な運営の確保に寄与す

ることを目的とする。 

(定義) 

第２条 この規程において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ 

による。 

（１）個人情報   個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、

生年月日その他の記述等により、特定の個人を識別する

ことができるもの（他の情報と照合することにより、特

定の個人を識別することができることとなるものを含

む）をいう。 

（２）保有個人情報 管理組合が管理業務上作成し、または取得した個人情報

であって、管理組合が利用するものとして保有するもの

をいう。 

（３）本人     個人情報によって識別される特定の個人をいう。 

(管理組合の責務) 

第３条 管理組合は、個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）等を遵守 

するとともに、この規程の目的を達成するため、個人情報の保護について必要な措置 

を講ずるとともに、個人情報の保護の重要性について組合員及び居住者の意識の啓発 

に努めなければならない。 

２ 管理組合における個人情報の管理者は、理事長とする。 

３ 管理組合における個人情報の取扱者は、理事会及び各種役員とする。 

(組合員及び居住者の責務) 

第４条 組合員及び居住者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この規程により保 

護された権利を正当に行使するとともに、個人情報の取扱いに当たっては、個人の権 

利利益を侵害することのないよう努めなければならない。 

(保有の制限) 

第５条 管理組合は、個人情報を保有するに当たっては、個人情報を取り扱う目的を 

明確にするとともに、当該目的を達成するために必要な範囲内において行わなければ 

ならない。 

２ 管理組合は、組合員から提出される「組合員及び居住者名簿」等により、個人情 
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報を取得する。 

３ 要援護者の支援等のため、法に規定する障害や病歴などの要配慮個人情報を取得 

する際は、本人の同意を得て取得しなければならない。 

４ 管理組合が組合員から取得する個人情報は、氏名（家族、同居人を含む）、生年 

月日、住所、電話番号、緊急時の援護の要否、避難支援等を必要とする事由、緊急時 

連絡先、その他連絡事項などで組合員が同意する事項とする。 

(要注意情報の取得の禁止) 

第６条 管理組合は、思想、信条及び宗教に係わる個人情報並びに社会的差別の原因 

となるおそれがある個人情報を取得してはならない。 

(個人情報の適正管理) 

第７条 管理組合は、個人情報を取り扱う目的を達成するために必要な範囲内で、個 

人情報を正確かつ最新の状態に保つように努めなければならない。 

２ 管理組合は、個人情報の漏えい、滅失又は棄損の防止その他の個人情報の適切な

管理のために必要な措置を講じなければならない。 

３ 管理組合は、保有する必要がなくなった個人情報を確実かつ速やかに廃棄し、又

は消去しなければならない。 

(利用及び提供の制限) 

第８条 管理組合は、個人情報を取り扱う目的以外の目的のために、個人情報を利用 

し、又は管理組合以外のもとへ提供してはならない。ただし、次の各号のいずれかに 

該当するときはこの限りでない。 

（１）本人の同意を得ているとき又は本人へ提供するとき。 

（２）個人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、緊急かつやむ

を得ないと認められるとき。 

（３）法令に基づく場合 

２ 管理組合は、前条ただし書きの規定により、個人情報を利用し、又は提供すると

きは、個人の権利利益を不当に侵害することのないようにしなければならない。 

３ 管理組合は、個人情報を第三者（県・市役所・区役所を除く）に提供したときは、

法第 25 条に定める第三者提供に係る記録を作成し保存しなければならない。 

４ 管理組合は、第三者（県・市役所・区役所を除く）から個人情報の提供を受ける

に際しては、法第 26 条に定める第三者提供を受ける際の確認を行い、記録を作成し

保存しなければならない。 

５ 管理組合が保有する個人情報は、次の各号に掲げる業務で利用する。 

（１） 総会の招集通知、議決権の確認等、組合員の権利行使に関わること 

（２） 災害時における安否確認・避難所等における要支援に関わること 

（３） その他、管理組合が管理業務遂行上必要と認められ、かつ本人の権利

利益を不当に侵害しない事項 

（提供先への措置の要求）  

第９条 管理組合は、管理組合以外のものへ個人情報を提供するときは、当該個人情 

報の使用目的若しくは使用方法の制限その他必要な制限を付し、又は当該個人情報の 
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保護のために必要な措置を講ずることを求めるものとする。  

２  前項の場合において、管理組合は、当該個人情報が適正に取り扱われていないと

認めるときは、当該個人情報の返却又は取扱いの是正を求めるものとする。 

（電子計算機処理の制限）  

第１０条 管理組合は、個人情報の電子計算機処理をするときは、次に掲げる対策そ 

の他の個人情報の保護対策を、講じなければならない。  

（１）人的情報保護対策  

（２）物理的情報保護対策  

（３）技術的情報保護対策  

２  前項の規定は、個人情報の電子計算機処理に係る記録項目その他個人情報の保護

に関する事項について重要な変更をしようとする場合において準用する。 

（理事会及び各種役員の義務）  

第１１条 個人情報の管理者・取扱者となる理事会及び各種役員は、職務上知ること 

ができた個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

その職を退いた後も、同様とする。 

（管理委託に伴う措置）  

第１２条 管理組合は、管理業務を委託するときは、個人情報の保護のために必要な 

措置を講じなければならない。  

２ 管理組合から管理業務委託を受けたもの（以下この条において「受託業者」とい

う。）は、当該個人情報の保護のために必要な措置を講じなければならない。  

３ 受託業者及び受託業務に従事している者又は従事していた者は、当該業務に関し

て知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。  

４ 管理組合は、受託業者に対し、当該個人情報の適正な取扱いを確保するため、当

該取扱いについて報告を求め、調査をすることができる。  

５ 管理組合は、当該個人情報が委託先において、適正に取り扱われていないと認め

るときは、当該個人情報の取扱いの是正を求めるものとする。 

６ 前４項について、管理業務を再委託する場合に準用する。 

（開示請求権）  

第１３条 何人も、管理組合に対し、当該管理組合が保有する自己を本人とする保有 

個人情報の開示を請求することができる。  

２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人は、本人に代わって、前項に規定する開

示の請求（以下「開示請求」という。）をすることができる。 

（開示請求の方法）  

第１４条 開示請求をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書（以下「開 

示請求書」という。）を管理組合に提出しなければならない。  

（１）氏名及び住所  

（２）開示請求に係る保有個人情報を特定するために必要な事項  

２ 開示請求をしようとする者は、当該開示請求に係る保有個人情報の本人又はその

法定代理人であることを証明しなければならない。  
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３ 管理組合は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をした

者（以下「開示請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求める

ことができる。この場合において、管理組合は、開示請求者に対し、補正の参考とな

る情報を提供するよう努めなければならない。 

（保有個人情報の開示の義務）  

第１５条 管理組合は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次 

の各号に掲げる情報（以下「非開示情報」という。）のいずれかが含まれている場合 

を除き、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示しなければならない。 

（１）開示請求者（未成年者又は成年被後見人の法定代理人が本人に代わって

開示請求をする場合にあっては、当該本人及び当該法定代理人をいう。）の

生命、身体、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報 

（２）未成年者又は成年被後見人の法定代理人により開示請求がなされた情報

であって、当該法定代理人に開示することが当該未成年者又は成年被後見

人の利益に反すると認められるもの 

（理由付記等）  

第１６条 管理組合は、開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示しないと 

きは、開示請求者に対し、書面により、その理由を示さなければならない。この場合 

において、当該理由の提示は、開示しないこととする根拠規定及び当該規定を適用す 

る事由が、当該書面の記載自体から理解され得るものでなければならない。  

（開示の実施）  

第１７条 管理組合は、開示決定をしたときは、速やかに、開示請求者に対し当該保 

有個人情報の開示をしなければならない。  

２ 保有個人情報の開示は、次の各号に掲げる区分に従い、それぞれ当該各号に掲げ

る方法により行うものとする。ただし、閲覧の方法による保有個人情報の開示にあっ

ては、管理組合は、当該保有個人情報が記録されている文書の保存に支障を生ずるお

それがあると認めるときその他正当な理由があるときは、その写しにより、これを行

うことができる。  

（１）保有個人情報が文書又は図画（写真及びフィルムを含む。以下同じ。）に

記録されているとき 当該保有個人情報が記録された文書の閲覧、視聴又は

写しの交付のうち、その種別に応じて定める方法  

（２）保有個人情報が電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）

に記録されているとき 閲覧、視聴又は写しの交付に準ずる方法として、そ

の種別、情報化の進展状況等を勘案し定める方法  

（訂正請求権）  

第１８条 何人も、自己を本人とする保有個人情報（次に掲げるものに限る。）の内 

容に事実の誤りがあると認めるときは、管理組合に対し、その訂正を請求することが 

できる。ただし、当該保有個人情報の訂正に関して特別の手続が定められているとき 

は、この限りでない。  
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（１）第１７条第 1 項の規定により開示を受けた保有個人情報  

（訂正請求の方法）  

第１９条 訂正請求をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書（以下「訂 

正請求書」という。）を管理組合に提出しなければならない。  

（１）氏名及び住所  

（２）訂正請求に係る保有個人情報を特定するために必要な事項  

（３）訂正請求に係る保有個人情報の開示決定があった日又は開示日  

（４）訂正を求める内容  

２ 訂正請求をしようとする者は、管理組合に対し、当該訂正を求める内容が事実に

合致することを証明する資料等を提出しなければならない。  

３ 管理組合は、訂正請求書に形式上の不備があると認めるときは、訂正請求をした

者（以下「訂正請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求める

ことができる。 

（訂正義務）  

第２０条 管理組合は、訂正請求があった場合において、当該訂正請求に理由がある 

と認めるときは、個人情報取扱事務の目的の達成に必要な範囲内で、当該保有個人情 

報の訂正をしなければならない。 

（訂正請求に対する決定等）  

第２１条 管理組合は、訂正請求に係る保有個人情報の全部又は一部の訂正をすると 

きは、その旨の決定（以下「訂正決定」という。）をし、訂正請求者に対し、その旨 

を書面により通知しなければならない。  

２ 管理組合は、訂正請求に係る保有個人情報の全部の訂正をしないときは、その旨

の決定をし、訂正請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。  

３ 管理組合は、前 2 項の規定により訂正請求に係る保有個人情報の全部又は一部

の訂正をしないときは、訂正請求者に対し、当該各項に規定する書面により、その理

由を示さなければならない。 

（保有個人情報の提供先への通知）  

第２２条 管理組合は、訂正決定に基づく保有個人情報の訂正の実施をした場合にお 

いて、必要があると認めるときは、当該保有個人情報の提供先に対し、遅滞なく、そ 

の旨を書面により通知するものとする。 

（消去・利用停止請求権）  

第２３条 何人も、自己を本人とする保有個人情報（開示決定等を受けたもの）が次 

の各号のいずれかに該当すると認めるときは、管理組合に対し、当該各号に定める措 

置を請求することができる。ただし、当該保有個人情報の消去、利用の停止又は提供 

の停止（以下「消去・利用停止」という。）に関して特別の手続が定められていると 

きは、この限りでない。 

（１）第５条の規定に違反して保有されているとき、第６条の規定に違反して

取得されたものであるとき又は第８条の規定に違反して利用されていると

き 当該保有個人情報の消去又は利用の停止  
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（２）第８条の規定に違反して提供されているとき 当該保有個人情報の提供の

停止  

（消去・利用停止請求の方法）  

第２４条 消去・利用停止請求をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求 

書（以下「消去・利用停止請求書」という。）を管理組合に提出しなければならない。  

（１）氏名及び住所  

（２）消去・利用停止請求に係る保有個人情報を特定するために必要な 事項  

（３）消去・利用停止請求に係る保有個人情報の開示決定等があった日 又は開 

示日  

（４）消去・利用停止の趣旨及び理由  

（消去・利用停止義務）  

第２５条 管理組合は、消去・利用停止請求があった場合において、当該消去・利用 

停止請求に理由があると認めるときは、当該保有個人情報の消去・利用停止をしなけ 

ればならない。ただし、第２３条第 1 項第 1 号の規定により消去の請求があった場 

合において、当該保有個人情報を消去することにより事務の適正な遂行上著しい支障 

が生ずるときその他相当な理由があるときは、利用の停止をすることができるものと 

する。 

（消去・利用停止請求に対する決定等）  

第２６条 管理組合は、消去・利用停止請求に係る保有個人情報の全部又は一部の消 

去・利用停止をするときは、その旨の決定（以下「消去・利用停止決定」という。） 

をし、消去・利用停止請求をした者（以下「消去・利用停止請求者」という。）に対 

し、その旨を書面により通知しなければならない。  

２ 管理組合は、消去・利用停止請求に係る保有個人情報の全部の消去・利用停止を

しないときは、その旨の決定をし、消去・利用停止請求者に対し、その旨を書面によ

り通知しなければならない。  

３ 管理組合は、前 2 項の規定により消去・利用停止請求に係る保有個人情報の全

部又は一部の消去・利用停止をしないときは、消去・利用停止請求者に対し、当該各

項に規定する書面により、その理由を示さなければならない。 

（苦情の処理）  

第２７条 管理組合は、当該管理組合が行う個人情報の取扱いに関して苦情の申出が 

あったときは、適切かつ迅速に処理するよう努めなければならない。 

 

附 則  

 （施行期日）  

1  この規程は、平成２１年８月５日（以下「施行日」という。）から施行する。  

附 則  

 （施行期日）  

1  この規程は、平成２９年８月２５日（以下「施行日」という。）から施行する。  

 



93 

 

様式第１号（第１４条関係） 

 別紙「保有個人情報開示請求書」 

様式第２号（第１９条関係） 

 別紙「保有個人情報訂正等請求書」 

様式第３号（第２４条関係） 

 別紙「保有個人情報利用停止等請求書」 

様式第４号（第１７条関係） 

 別紙「個人情報開示決定通知書」 

様式第５号（第２１条関係） 

 別紙「個人情報訂正決定通知書」 

様式第６号（第２６条関係） 

 別紙「個人情報消去・利用停止決定通知書」 

様式第７号（法第 25条・規程第８条関係） 

 別紙「掲載個人情報の第三者提供記録簿」 

様式第８号（法第 26条・規程第８条関係） 

 別紙「名簿掲載個人情報の受領記録簿」 

 


